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国際資本移動に関する考察
一一一所得分析の応用←ー一
つ忙
本木 井
?
顕
はしがき
資本が国際間を移動する段階は，次の二つに大別することができるさすなわち，第一の段
階は‘ー凶から他国への購買力の移動‘つまり、貨幣的トランスファー (MonetaryTrans-
feのであるつ第二の段階ほ，則および用役それ自体が，一回から他国へ移動すること，つま
り‘実物的トランスファー (RealTransfer)であるの換言すれば， 前者は一国の貨幣的購
買力の一部が，他!司の使用に供せられることであり，後者;土，その購買力が結局において同
じ方向への財あるいは用役の追加的移動に終らねばならないということなのである口要する
に，凶際資本移動i土資本的購買力の同際的場所的移転、つまつ，生産財に対する有効需要の
場所的新分配を忌:味している。
本稿において，かかるトランスファ一理動のモデル分析をなすことは，われわれにとって
一つの興味あることがらであろうさいわゆるケインズの所得方程式を利用した所得分析を，
二国に適用し，その波及効果を考察しようと試みたのである。二国間分析のみならず多国間
分析も必要であり，比較静学的分析でなく，動学的分析を試みねばならないのである。しか
しながら，本稿においては二国分析であり，比較静学的分析にとどめ，機会をみて，動学的
分析を試みたし、と思っているc
1 )ハロッドの理論 1，
いま， Hをほ内市場で販売された消費財からの所得とし， Eを輸出から派生した所得， K
を資本附加から派生した所得とすれば¥総所得y，工次のように表わされるロ
Y=H十E十K
また司 hを国内向け消費財に支1 ¥された所得の割(了で去わし司 iを陥人に支出された所得
の割合を sを貯蓄された所得の割台を示すものとすれば，処分所得方程式は次の如く書き
表わすことができるc
y=(ん+i + s)y 
国内向げ商品の消費に支出された一所得額は、それらの生産から派生した所得額に等しいと
1) R F. Harrod : InternatioDal EcoDomics. 1960年
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いうことができる cすなわち，
hY=H 
(i+s)Y=E+K 
ここで， ハロッドは iY=E，すなわち経常勘定における正確な均衡であるとしヴ保証ほ
何もないという。何故ならば自匡lの資本財ストックの増加はK+Zに等しいからである。こ
の場合Zt工消費のために購入されたので、はなく，資本財ストックに附加するために購入さわし
た外国商品額である。もし，iY +Z=Eならば，総輸入と輸出ほ正確な貿易均衡であり，こ
の条件のもとでは， sY=K+Zということが云える。
もし，iY+Z>Eならば，受動的収支 (PassiveBalance)であり，逆に，iY+ZくEで
あるならば，能動的収支 (ActivァeBalance)であるD 経常勘定における受動的(あるいは能
動的〉収支が存在する場合には，外国から(あるいは外国へ〉の貸付によって相殺されねば
ならないし，あるいは金の流出(あるいは流入〕によって相殺されねばならないヮ
さて，貨幣で表示された生産諸要素の能率報酬率 (Ratesof E伍ciencyRewards)と外部
世界 (ExternalWorld)における価格構造が既知であり， 所与であると仮定するのまた，
生産者が要求する固定資本と流動資本のストックへの附加が既知で、あり，所与であると仮定
L，国民が国内向け商品に支出する所得の割合が既知であり，所与であると仮定しよう。こ
れらの仮定によって，その国の雇用水準は決定されるだろう。また，世界価格での自国の生
産諸要素の貨幣的能率報酬率の関係は輸出量を決定する口資本附加を必要とする自国の産出
量は所与であるとする O 総所得は輸出のための生産と資本目的のための生産から派生する所
得と一定の関係を生ずる口
Ci+s)Y=E+K 
あるいは Y=パ戸+K)
また Y= 1 (E +K) 
1-12 
雇用と生産活動の一定水準に関係があるのだが， Yで表示されたこの所得水準は， 輸出
CE)に有利である商品量と資本財 (K)に対する国内要求，あるいは国内向け消費財 (h)
に所得を支出する性向 CPropensi ty) に変化が生ずる場合にのみ変化するのである。
ここで，われわれが使用 Lているノーテェイション2) を用いて計算しよう。輸出をXとお
きかえるD
Y=C(Y)+X+K 
これを微分すれば
2)拙著:広島経済大学研究論集第一号を参照されたし、c その中でノ¥ロァトの単純化仮定を採用し.所内
分祈念試みている。
dC dY = ~.~--: +dX-トdKdY 
dY=-111亡(dX+dK) 
1-dY 
Y=C(Y)+孔1(Y)十 S(Y)
これを微分し，上式を考慮すれば
1dC dFVf d S 
一一一一 + -7~-" dY dY I dY 
dY=-~1I.-1f 1 JC (dX+dK) 
dM . dS 
dY I dY 
あるし、(idY =-，1'-:i7"，(dX +dK) 
ldc 
dY 
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L r::iー ノ日_L ，' __ ， "'. '7' " dl'vI 、 dC 従って，上記のハロッドの式こ|寸しものを付る}こができるロ l =(lyーであり ，h.=~ァ，
dY s=一 ， E=dX， K=dKを忌味しこいることはいうまでもないロdS 
H)トランスファー・モデル3I 
恩師小IJ教援者“同際経済理論"のrlのモデルを解いてし、こうっ資本移動のない場合と資
本移動を考慮した場介との比較静学的効果分析を教授は行っている。まず資本移動のない場
合から分析していこうの
いま司 G'iど貨幣供給量， Yを国民所得， Yを外国のl司民所得 rを利子率ち πを支払勘定
住為替相場 Lを流動性選好， Cをj白貨， 1を投資， Xを輸出額， Mを輸入額とすれば，次
の方程式を得ることができる口
現金百給均等式
G=L(Y， r) 
所得方程式
Y=C(Y)+ 1 (Y， r)+X(Y，π) 
!司際収支均衡式
(1) 
(2) 
X(Y，π)=M(Y，π(3) 
以 i二三方程式と未知数、 Y，f，πの三個であるから、一義的に確定することができるの
であるつ
:l)小 ~II満男著ー国際経済j申請、 H(i和39年
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ところを、金正貨本位制を仮定すれu:，ム心=X-Mであるから， (3)式を書き換えれば{j~
のようになるつ
X(y，π)-M(主， π)=ム心
これを(1)式に代入すれば
(引r)-X(Y，π〉十M(Y，π)G=L(Y， 
ijくの如さて， π変動の効果分析からはじめよう。凶式と(2)式をそれぞれπで微分すれば，
くになる D
dY dX drv1 Lr -.:;~ +(Ly十My)-':;':'= 一d πd πd π 
dY dX 1 r 十(Cy+ly- 1)-':;':'=一d πd π 
Ly+孔1yIL r 
ム=
I 1 r Cy+ly-1 
安定条件により，ム>0でなければならない心。
Ly+My 
dX - -，- Cv+lv-1 dr d π 
d元7一 一一一一一一三一
dX d孔f
d πd π
(5) 
dX dM 
d πd πLr 
1 y !}X 
d π 
ム
????dY 
d π 一
ところで，経験的に次の符号を定めておこうっ
Xπ>0， Xvで>0， 1 r< 0， 1 y> 0， Lrく0，Ly>O， 
Cy+ 1 y-1くOMπく0，My>O， 
dX dM' ， dX 
従って， (5)式は な考慮してd π d五 1 乙 Idπ 
dr三三ハ
d π-=<:: v 
dY 
d元>0，(6)式は
次にYの変動効果をみようっ(引式と(2)式をYで微分する。
dY dX L γ+CLy+My)一 τ 三 τdY '-，" --，'/ dY dY 
.j )拙著:広島経済大学研究論集第一号補足を参照せよ。
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?
??
，?
? ?
??，?
，?
?
? ?
??
??
??????????? ?
dX 
dY 
dX 
d;/ dY 
dY 
Lr 
dY 
dY 
L¥'+M¥' 
Cy+ 1 y-1 
? ↓
??
?
???? (7) 
乙〉
(8) 
(7)式， (8)式;工，それぞれ次のようになるの
d r. ~ dY 三二二:ci:0 . ~;'~T> 0 ， dY ~- ~ . dY 
さて， αをもって国内消費性向または資本の限界効率曲線の上方シフトを表わすハラメー
ターとすれば，
Y=C(Y)+I(Y， r)+X(Y，π)+α 
(会)式と(9)式を αでそれぞれ微分すれば
dY 
Lr言ι+(Ly十l¥C)-dα=0
dY 
l r dtt+(C J?+I yー1)瓦亙 =-1
? ??
O Ly+My 
dr l Cv+lv-1 
dα ー ピ斗
O 
dY 1 r -1 
d α L斗
(10)よと(11)式i工
32>0 
? ???
?
?
『
??
???
?
?
こごC、資本移動を考慮する。 fー を外国の利子率を表わt，資本勘定残高の忌味で K(Y，
r， y， i')の項を国際収支均衡方程式のなかに導入すると，
G=L(Y、 r)-X(Y，π)+孔1(Y，π)+K(Y，r， Y， i) (12) 
Y=C(Y)+I(Y司 r)+X(Y、π) Ú~ 
凶式と制式を πで微分すれば.
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dY dX dM 
CLr+Kr)去+CLy+My+K叫
dY dX 
1 72+(CJ+Iyー 1)d~ 一万
Ly+M汁 KylILr+Kr 
ム=|Ir Cy+ 1 y-1 
L r + K r+ C C y + 1 y -1)くOであ安定条件により‘ム>0で、なければならないo従って
dX dM 
d πd π
るD
Ly十My+Ky
Cv十Iv-1dX d π 任命
ム
dr 
d π 
dX dM 
d πd π
dX 
dr ~r d π 
d πーム
L r+Kr 
(15) 
を考慮して，
dX 
d π 
ー ?
?
??
?
?
?
??
，?
??叫式と(15)式は，
d't 
司瓦>0，dr d πとて V
Yの変動効果を考えよう Oω)式と制式をYで微分すれば，
dY dX dK C L r + K r)~，;. + C L y+ My + K y) ご= 一一二dY --U dY dY dY 
dY dX 
1 r ~，:;-+ C C y + 1 yーのご二一
r dY ， '-- -' ， ~/ dY dY 
dX dK 
dY dY 
Ly十孔1y十 Ky
Cy+ 1 y-1 dX 
dY ? ?
?
? ? ??
、 、
ム
dX dK! 
dY dY: 
dr 
dY 
dX 
dY 
Lr+Kr 
。ヵ
dX -_dK' 
dY -- dY i 
ム
とすればKr<O 
dY 
dY 
dK 
f ご >0，
dY 
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従って， (16)式と制式は
豆1二二三ハdYく U
dr二三ハ
dYど U
次に示の変動をみょうの回)式と(13)式をそれぞれアで、微分すれば、，
dY dK (Lr+Kr)~f +(Ly+My+KY)df =-df~ 
1 r与+(Cy+1 y-り f= 0 dY 
Ly十My+KYi
?
? ?
，?
(18) dr 0 Cy+ly-1 dfーム
?
?
，?
? ，?
dy i I r O 
d'f ム
IL r + K r 
(19) 
とすれば，倒式と側式は次の如くになる。
dY 
吾子一>0，告>0，
???
????
??
1)マッハループ (F.Machlup)の理論5)
1ーω んを考慮するoいま国内消費を ci，輸出を相手国の輸入函数 CMi(Yi))とし，
i =1， 2を示し，第I国，第E国を表示するものとするD
両国において，自発的投資 αが生じたとすれば，
???
両国の所得方程式は次の如くであるD
Y1 =C1(Y1) +M2(Y2)一M1(Y1)+α
Y2=C2(Y2) +M1(Y1) -M2(Y2) +α 
上式を αでそれぞれ微分すれば，
dY1 dC1dY1 ，dM2dY2 dM1dY = 十一 一一←~+1
dα dY， dα dY 2 dα dYl dα 
dY2 dC2dY2 ，dM1 dY1 dM2dYっー 一一一+一一一一一一一一一一ー二+1
dα dY2 dα dY1 dα dY 2 dα 
従って，
〆iY‘ dY?
(SI + 1111)万一!-1112 da一=1
dY， / ，dY? 
-tnl万戸十(52+n12〉zd=l
5 )小島清著:lヨ際経済理論の研究，昭和2i年
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'51+m1 
ム=
j-m1 
11 
-m21 
= (51 + 1111)(52+ 1112) -111m2 
52+ 1121 
-1112 
di 1 : 1 52十 1112 (52十1112)+1112
dα ム (51+ JJ11 )(52十1I12)-m1m2
51十 JJ11 1] 
dY2 -1111 1 1111十 (51+111)
dα ム (51+ n11)(52十 m2)-ml1J12
。
倒)
マッハルーフnの一般的投資乗数と同じものを得ることができたゥすなわち，側式と但)式:主
次のように書きかえることができる口
Y.¥.C/ 一 (凶S勾B+叩m叫州Bρ山)
Aん.一 (ω5A+ 111A)(5B +削B)一 Fη11ηlAη削lB
Y 一 2川川叫ηh叫AIA_j-(句fりA十mA)IB 一-B・ J ー (5A+ 111A)(5B + 111B) -JJ1AmB 
次に、両i司で貯蓄がある場合には，その部分だげ所得l主増減せず，従って資本移動は所得
効果だげで(土完全に商品としてトランスファーされない口しかし，貯蓄過剰国から不足l五へ
の資本移動の場合にほ， (イ)1国におげる国内投資を減少させない。(ロ)1国において投資ほ完
全に拡張されるつ例E同の限界貯蓄性向ほかなり低く，そのために両国の所得は相当な額だ
け増大するつ
かかる場介のトランスファーを示すノ4ラメーターを dとすれば，両国の所得方程式ほ次の
如くで‘ある。
Yl=Cl(Yl) +M2(Y2) -Ml(Yl)十O
Y2= C2(Y2) + Ml(Y 1) -YI2( Y2) -s 
t式を Jで微分し整理すれば，
dY‘ dY? 
(51 +川1) ←，，-mっ.~，"= 1 d;3 】 dlづ
dY 1 ， / ， dYヮ
- 1Jll ~_1;1 + (52十 iJl2)~，;'''一一 111 d~c -t¥.S2 -tiJl2) d~ 
ム三 (51十1111)(52十川2)-IJ/IJJ/2 
=SIS2十11152十51m2
dY 1 1 ~ 52 
ds一五-"2- S1S2十m山 +SI111
1 
m。
SI十ml十SIー ァ土ー
"2 
dYヮ 1
一 (-S1)=-Ids ム 51S2+mlSZ十51m2
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1 
S2+ 1112+ 11手
.)1 
これは，第1[司において白発的輸出増加が行われ司第E同において必然的に自発的輸入増
加が'L:.じた場介と同じ結果を得る。
1 !ElがE匝iへ賠償金を支払う場合を考えてみようっ賠償金支払を表わすハラメーターを γ
とすれば，
Y1 =C1(Y1)+M2(Y2)-M1(Y1) +γ 
Y2=C2(Y2)十M1(Y1)-M2(Y2) 
それぞれを γで微分して整理すれば次の如くになるゥ
バY， dY? 
(S1 +1111)~ -1~_'-m2~ -1~_Z=l dγ 2 dγ-
dY，.， ，dYア
-2211-J+(52+FJ12〕dt=0
記号
γ変動の効果を求めれば，
dY 1 S2十112
dγ (s，+m1) (SZ+m2) -m1tnZ 
dY2 11 
dr一 (Sl+m1)(S2+削 2)-ml112 
(23) 
第1f司の貿易残高を B1 とすれば，
B1=M2(YZ)一M1(Y1)
この式を γで微分し変動効果を求めれば，
(24) ????
?
??
? ? ?
??
?
????
?
?
??????? ?
? ?，???
マッハループの次の式と同じであるつ同式，例式と伸式:工，
Y'oて =L/ SB+mB 
.-¥.o ~i\ (SA+mA)(SB+111B)-mAmB 
Y"o' =1，-:- -， HA 
ロロ (SA+ nlA) (SB + nlB) -1J1，，}nB 
-SBH1A 
"A (SA + 111A) (SB十 JJ1B)-1J1A171B 
-1J1AYAo 間 BYB・
AI五の出超の賠償賦課額に対する割合(土，
1nBYBo二一 -1J1AYA・二三 5BJn，，¥ 
-IA S"SB + S，¥1J1B + SBJl1A 
， dB， J1l，5う
あるし、i工--一 一一一土ム
dγ S152+ 1i11S2十51112
112は賠償金受取同が支払国から輸入する尚
品に対する限界輸入性向であるさもしそれが無視しうる程にまで小であるならば，所得効果
うよ母{土分子よりも Sl(S2+1I12)だけ大きいう
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によって創られるトランスファーの可能性を阻止する要因は 5]52である D もし支払国の貯
蓄性向 5)=0とすれば，分母=分子となり， I超額と賠償額とが!手Lくなる c 51>0のと
きには， トランスファーの可能性ほ S152，521111 あるい:i.5]11]に依存することになるの 11
>SIのときに(工外国へ多く支払うことになるで
町〕メッツラー (Metzler)6) のトランスファーに関する理論
メッツラーは次の三つのノえラメーターを I~， {} {}'を用いているロすなわち， μは両国の所
得に直接に影響を及ぼすノーラメーターであるつつまり賠償支払額に相当する購買力が，第E
国(支払|司〉において課税により徴収され，第 I国(受取国〕において減税により放出される
場合である口すなわち、 12く0，11>0のケースであるロ。は受領購買力が受取国の国民に放
Lilされない場合である。づまり， 12く0，11=0のケースである。'r(土支払が財政上の剰余金，
あるいは公債発行の手取金からなされる場合であるの 12=0，11>0のケースである。
さて，今までのノーテェイションに誘発投資 liを導入しよう o ただし i=1， 2であ
る。
Case 1)における両国の所得方程式は次の如くである口
Y1 = C1(Y1) + 11(Y1) + M2(Y2) -M1(Y1) +μ 
YZ=C2(Y2)ート12(Y2)+ M1(Y1) -M2(Yz)-μ 
この二式を μ で微分し整理すれば，
(stf f dYIdY2 
1 -il +1111)ヨ戸-1112(1瓦=1
dY，〆 dY内-1111一一~.'+(52 ーら +1112)ー一一三=-1dμ¥ 2F(jμ 
151-l1+111 -m21 
ム=1
l-m1 52-12+m21 
= (51 -i1 + 1111)(S2-i2 +仰 2)-11112 
dY1 1 r，_¥._.1 
d~ 一三ζl\"2- 1 2 ， 1f1 2 ノー 1f12J 
? ?? ?
?
??????
?
??
? ?
?
??
? ?
dYz 1 r ，・ J¥，._ 1 一一一=、一一←1-¥S1-11十11)十11トdμ ム l¥! ノ..， J 
-(51-i1+m1)十11
(51ー 1+η11) (sz-i2+111Z)-nl1>lZ 
第E国の貿易残高を Bzとすれば，
6 )入江猪太郎著:凶|定資本移動の研究司 1961年
89 -
B2=Ml(Yl)-M2(Yρ 
μで微分し整理すれば次のようになる。
dB? 1 r .，1 .......，~;:::;士一---=---i11 (S2-i2) + 1il2(SI-il) ~ dμ6 l"'l ，V" '"/ I '''L，v1 '1/ J 
1111(S2ー ら)+ 1112(SI-i1) 
ム
(25) 
Case 2)の両同の所得方程式は次の如きである巴
Yl =Cl(Yl) + Il(Yl) + M2(Y2) -Ml(Yl) 
Y2= C2(Y2) + 12(Yz) + Ml(Yl) -MZ(Y2)-{} 
二式をそれぞれ Oで微分し，整理すれば，
(S1+271dYIdY2 
1一'1+11)~d(/-1112 ~d画一 =0
dY‘ dY? -1111 ~--'~ 1+ (S2 -i2+ 112) ~--'~ Z= -1 1 d{} ''-''2-''''' d1J
。の変動効果は次のようになるo
?
?
??
?
?
?
?
? ?
??? ??
????
?
??
E国の貿易残高 B2を Oで微分し，整理すれば，
会=去{111(-1112)+1112(SI-il+11)} 
=去{112(SI-il)}
一(SI-il)例 2
ム
~6) 
Case 3)におげる両国の所得}j程式は次のように示される。
Y1=C1(Y1)十I1(Y1)十九1!2(Yz)-Ml(¥ア1)+'
Yz= Cz(Yz) + Iz(Yz) + M1(Y1) -Mz(主アz)
おのおの二式合でで微分し整即すれば次のようになるつ
(s i +m〉dYlndY211-11+1IJ d，--m2-(j子=
??? ?? ?
?
?
，?
? ，
?
? ? ?????????
?
? ??
それぞれ T の変動効果を求めれば，
dYl 1 ，_¥ 7子一三ζい2-'2'川 2ノ
← 90一 国貯資本移動に関する考察(森井)
dY2 1 ・-
d， f':::"川1
E国の貿易残高 B2は次の如くになるゥ
dB2 1 r… r~ 一、…… 17子三ζ 1"')い2-'2'川2)一川1川 2r 
(s2-i2)JI11 
ム 。り
ω式、例よと閉式;主，入江教授のB0;:1における貿易差却を表わLた式と!日jじである《
= 1J1A(SB - VB) +l~ZIl~SA- V A1r i) bーム B
???〔????
さて，賠償が完済されるために;土，貿易残高 B2 が iでなげればならない《
i )μ の場合
JI1)(S2-i2) + 1J12(S) -i) 
ム ー
(s) -I))(S2 -i2) = 0 
s)=i)あるいはら=ら
ii) f)の場合。1-i)}1112
ムー
(S2ー ら)(s)-i1十 1111)=0
S2= 12 あるいほ SI十刀11=1)
ii)での場合
(S2-i2) 1711 句
ム
(s)-i1)(52 -i2十1112)=0
5)=11あるいはら十 JJ12=lz
V)期間分析における乗数効果
いま，ある期聞を表わすハラメーターを tとするつある国において|量内消費と輸入とを合
わせたものが、全体としτの消費と考えられるから，次の如く書くことができるつ
国内消費=Y11ー ))
輸 入=mY1-)) 
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そして，c>O， m>O， c+m=wく1と仮定する口
さて、二国に一定の独立投資 αがあったとすれば， それぞれ二国における国民所得方程
式ほ次の如きである行
YlC 1) = C1Yj( 1-1) + 1I12Y2: 1-1) +α1 
Y2( 1)= C2 Y2i 1-1'斗 lJl1Y 1.1-1) +α2 
Y'I を ρ とお(ナぽ，
ρ11 = C1.o1 1 -1+ J}ZZ，02 (-1 +α1 
ρ2( =C2ρ21-1 + }n1P1 1-] +α2 
それぞれ二式を整理すれば、
ρ11ー1(ρ-C1) -112.021 -1=α1 
J}1].o]1-1+ρ21 -1(ρ-C2)=α2 
ρ-c] -1J12 
ム =(ρ-C1)(ρ-C2)-J111}/2
-n11 :，'Jー ら
=ρ2_ (C1十C2)ρ+(C山 -n11JJ12)
はじめに， 1-C1>m2' 1-C2>m1 と仮定したから，
1-c1 -JJ12 
= (1-C1)(1ー ら)-1111112
;-}}11 1-C2， 
= 12(51 + C2) + (C1C2-Jn1JJl2)>0 
判別式 D= (C1 + C2)2-4(C1C2-1J11Hl2) 
= (C1-C2)2 + 417111712>0 
従って持性根はヲミ根である勺 Lかも C1 +C2>0であるつまた， 安定条件は次の如〈にな
る〔
1>c山 - JlZ1JJ12>C1+C2-1
C]C2-m1Jn2くlであるから司持性恨の絶対値;土すべて 1より小さく，解i土均衡I1f{;こ収食1)す
る(
1 [丑の均衡{直を Y1*，I [叶の均衡値を Y2*とすれば，
(1-C1)Y1*-m2Y2ネ=αl
-m1Y1*+ (1-C2)Y2*=α2 
1-C1 -}}12 
ム= であるカミら，
-1J12 1-C2 
Y1*本九= ~ { 山 2ρ川〕川αい
Y2*宇=士{叫ん
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上の二式の係数l土貿易を考慮したときの乗数効果をあらわLているう
あとがき
われわれは(1 )から(!V)までの聞を比較静学的所得分析をな Ltこ。その結果は乗数理
論の教える如く，所得の増加，あるいは減少する状態、また，貿易残高への影響を考察する
ことができたり国際資本移動の典形ともいえる賠償金支払あるいl土受取りを表わすノえラメー
ターを導入し分析を行った門われわれは(V )において期間分析を差分方程式を用いて投資
乗数効果を試みたけれども，種々なるパラメーターを導入L分析する必要があるだろうろま
た，ハロッドの成長論の国際経済への適用も考察するに価値あると信じている o なお，比較
静学的分析方法i土，広島大学小山満男教授を，差分方程式の解法改，南山大学水谷一雄教授
を煩わしたことに対し厚く感謝の志を表しますっ
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